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パーソントリップ調査 (以下，PT調査) は，約50年の歴史の中で多くの実施実績，関連研究がある．PT

調査のデータを扱う研究は，交通に焦点を当ててトリップを分析するものが多い．しかし，PT調査は人の

1日の全ての動きを世帯単位で把握できるため，世帯の不在率を算出し分析することも可能である．本研

究では，この世帯不在率に着目し，熊本PT調査のデータから3時点での世帯単位の不在率の比較分析を行

う．分析結果から，世帯不在率は3時点で常に上昇していること，世帯属性の傾向の違いなどを実証的に

示した.． 

     Key Words : PT-survey, households with every member out-of-home, Kumamoto Metropolitan Area,  

 

1. はじめに 

 

(1) 背景と目的 

都市交通計画策定に向けた基礎的データを把握する

ため，パーソントリップ調査 (以下PT調査) が実施され

る．日本国内においては，1967年に広島都市圏で初め

て実施されて以来，約50年の歴史の中で65都市圏で延

べ140回の実施実績がある (2018年4月時点) ． 調査結果は

交通計画策定のみならず，幅広い分野で活用されてお

り，PT調査を利用した研究も数多く蓄積されている． 

 PT調査は本来，人の移動を捉えるものである．その

ため，関連する研究も交通を焦点にトリップを扱うも

のが多い．しかし，PT調査は人の1日の全ての動きを把

握できるため，自宅からの出発時刻と帰宅時刻から不

在状況を把握することが出来る．さらに，PT調査では，

世帯全員のデータが得られているため，世帯単位の不

在率の分析が可能である．高橋ら1)は，個人単位と世帯

単位の不在率の算出法を構築して，熊本PT調査のデー

タから不在率の実態を把握した．また，2時点のPT調査

データを用いて，これらの不在率の変化を分析してい

る．一方で，熊本PT調査は過去4回実施されており，3

時点以上の時系列比較が望まれている． 

そこで本研究では，先行研究1)で行われた熊本PT調査

の2時点 (1997年・2012年) の不在率の比較分析を発展さ

せ，3時点 (1884年・1997年・2012年) の比較分析を行う．

不在率の変化を時系列で把握することを目的とする．  

 

(2) 既存研究のレビューと本研究の位置づけ 

PT調査データを分析した研究事例は膨大に存在する．

例えば，西堀ら2)は，若者世代の平均トリップ数が減少

している実態を複数年次の近畿圏PT調査データから明

らかにし，その要因を年収の減少，免許不保有者の増

加等の影響で説明している．若者世代の車利用トリッ

プの減少は，日本の他都市圏3),4)，米国5)や先進諸国6)の

PT調査を用いた分析でも報告されている興味深い知見

である．しかし，これらの研究は世帯全員の外出にと

もなう世帯単位の不在状況に着目しているわけではな

い． 

世帯単位に着目したPT調査の分析事例には例えば以

下がある．杉田ら7)は，世帯構成の違いによる平均トリ

ップ数の変化を分析しているが，これも個人単位の移

動に着目したものである．石田ら8)は，世帯形態別の世

帯単位のトリップ数の分析事例を示している．三古, 森

川9)は，世帯単位での居住地の公共交通利便性，自動車
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保有台数，自動車旅行距離を構造方程式モデルで分析

している．また，坂本ら10)は，類似した交通行動等の特

性による世帯分類を試みている．本研究は世帯全員が

外出している状況に着目しており，以上の研究のいず

れとも視点が異なっている． 

本論文で着目する世帯単位の時間帯別不在率という

指標は，簡便に算出可能であるのにもかかわらず，先

行研究1)以外では，これに着目した研究事例は筆者の知

る限り存在せず，本研究の独自性・新規性といえる．

また，本論文の意義はPT 調査データの新たな活用法を

提示することにもある．これは世帯単位で移動データ

が収集されているPT 調査の特徴を生かした活用法とい

える． 

 

2. 分析手法 

 

(1) 分析対象 

PT調査は，誰が，いつ，どこに，何の目的で，どの

ような交通手段で移動したかについて， 1日のすべての

移動をとらえる交通実態調査の代表的な手法である．

本研究ではPT調査から分かる個人の出発時刻と帰宅時

刻を活用することで在宅時間を算出し，不在率の分析

を行う． 

本研究において分析対象とするデータは，1984年，

1997年及び2012年熊本都市圏PT調査である．表-1に各調

査の概要を示す．本研究では，以下のいずれかに該当

する個人は，在宅時間を算出できないため，除外デー

タとした． 

・第1トリップの出発時刻が不明 

・帰宅トリップの到着時刻が不明 

・帰宅トリップの次のトリップの出発時刻が不明 

・時系列に沿わないトリップが存在 

この条件では，1984年は8件が除外され，分析対象の

サンプルサイズは，56,996人 (21,015世帯) となった．1997

年熊本PT調査では除外データは存在しなかった．2012

年熊本PT調査では14,817件が除外され，分析対象のサン

プルサイズは，82,292人 (38,337世帯) となった．  

 

表-1 1997年及び2012年熊本PT調査概要 

 
1984年 

熊本PT調査 

1997年 

熊本PT調査 

2012年 

熊本PT調査 

調査期間 
1984年 

10月 

1997年 

10月～11月 

2012年 

10月～11月 

調査方法 訪問調査 訪問調査 
郵送配布・郵送回

収 (WEB回答併用) 

調査対象 2市18町1村 2市14町1村 5市6町1村 

サンプル 

サイズ 

57004人 

（21,023世帯） 

64,212人 

（25,380世帯） 

82,292人 

（38,337世帯） 

 

(2) 不在率の定義及び算出法 

   PT調査のデータを個人ごとに集計し，自宅を出発す

るトリップの出発時刻から帰宅トリップの到着時刻ま

での時間を不在の状態と定義する．不在時間は10分単

位で算出する．また，図-1に示す通り，世帯構成員全員

が不在の時間帯を世帯不在の状態と定義する．例えば，

高齢世帯は世帯不在の時間が短い一方，単身就業者は

日中は仕事のため世帯不在の時間が長いことなどが推

測される．また，ある時間帯において，対象個人のう

ち不在の状態にある個人の割合を個人不在率，対象世

帯のうち世帯不在の状態にある世帯の割合を世帯不在

率とする． 

 

3. 熊本PT調査の3時点比較分析 

 

不在率の時系列変化を確認するため，2012 年熊本 PT

調査，1997年熊本 PT調査，1984年熊本 PT調査の 3時

点での比較分析を行う．ここでは，1984年熊本 PT調査

の不在率を実線で，1997年熊本 PT調査の不在率を点線

で，2012年の不在率を破線で示す． 

 

(1) 個人および世帯平均不在率の 3時点比較 

図-2は個人及び世帯平均不在率の3時点比較を示した．

個人の不在率を見ると，帰宅時刻周辺で不在率が大き

く上昇していることが確認できる．世帯の不在率にお

いては，多くの時間帯で不在率が上昇していることが

わかる．また，不在率の上昇幅を見ると，1984 年と

1997年の上昇幅と比べ，1997年と 2012年の上昇幅が大

きい．本分析の結果から，世帯の不在率は加速度的に

上昇していることが示された．  

 

時間軸 

父不在時間 

母不在時間 

子不在時間 

世帯不在 

図-1 世帯不在率のイメージ図 

 

 

図-2 個人および世帯平均不在率の 3時点比較 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

3:
00

4:
00

5:
00

6:
00

7:
00

8:
00

9:
00

10
:0

0

11
:0

0

12
:0

0

13
:0

0

14
:0

0

15
:0

0

16
:0

0

17
:0

0

18
:0

0

19
:0

0

20
:0

0

21
:0

0

22
:0

0

23
:0

0

0:
00

1:
00

2:
00

3:
00

不
在
率
（％
）

1984年世帯
(N=21,025)

1997年世帯
(N=25,380)

2012年世帯
(N=38,337)

2012年個人
(N=82,292)

1997年個人
(N=64,124)

1984年個人
(N=56,996)

第 58 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 3 

(2) 個人属性別の個人不在率の 3時点比較 

図-3，図-4，図-5は年代別個人不在率の 3時点比較で

ある．どの年代においても不在率は増加している． 

図-3 から未成年は，日中の不在率に大きな変化はな

いが，帰宅時間が遅くなっているとわかる．特に 1997

年から 2012年の変化が大きい．これは塾に通う子供が 

 

 

図-3  年代 (前半) 別個人不在率の 2時点比較 (Nは人数) 

 

 

図-4  年代 (中盤) 別個人不在率の 2時点比較( Nは人数) 

 

 

図-5  年代 (後半) 別個人不在率の 2時点比較 (Nは人数) 

1997年から 2012年の間に増加したことが要因であると

推察される．また，30代から50代は1984年から1997 年

の変化と 1997年から 2012年の変化が酷似している．そ

れに対して，60歳以上は，1984年から 1997年の変化は

少なく，1997年から 2012年の間に大きく変化している

ことがわかる．1997年から 2012年，公共交通が利用し

やすくなったことにより高齢者の外出機会が増加した

ことが原因であると推察される．  

図-6は職業別個人不在率の3時点比較である．一次産

業では 1984年から 1997年では変化はほとんどないが，

1997年から 2012年で大幅に不在率が減少していること

が特徴的である．図-7 より一次産業従事者の高齢化は

1984年から 1997年の間でも進行しているが，1997年で

は15％程度であった70歳以上の割合が2012年には40％

を超えていることわかる．このことから，一次産業従

事者の 70 歳以上の割合が増加したことにより，労働時

間が減少，それに伴い不在時間が減少したと考えられ

る．  

 

(3) 世帯属性別の世帯不在率の 3時点比較 

図-8，図-9は世帯人数別世帯不在率の 3時点比較であ

る． 世帯人数に違いはあるが，全世帯で不在率が増加

している． 

 

 

図-6 産業別個人不在率の 2時点比較 (Nは人数) 

 

 

図-7  一次産業従事者の年齢構成の変化 
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図-10，図-11は世帯分類別世帯不在率の 3時点比較で

ある．ここで，高齢世帯は 65 歳以上の構成員のみで構

成される世帯，後期高齢世帯は 75 歳以上の構成員のみ

で構成される世帯である．図-12の 3時点変化と併せて

見ると，高齢世帯，後期高齢世帯は 1984年から 1997年 

 

 

図-8  世帯人数別世帯不在率の 2時点比較 (Nは世帯数) 

 

 

図-9 世帯人数別世帯不在率の 2時点比較 (Nは世帯数) 

 

 

図-10  高齢・後期高齢世帯の不在率の 3時点比較 (Nは世帯 

数) 

では変化はほとんどないが，1997年から 2012年で不在

率が増加していることが特徴的である．年代別個人不

在率の3時点比較で前述したように，高齢者の外出率が

上昇したことが要因だと考えられる．15 歳以下の子供

がいる世帯については，1984年から 1997年，1997年か

ら 2012 年共に増加したしていることがわかる．これに

よって，15 歳以下の子供がいる主婦層で働きに出る人

が増加したことが推察される． 

 

4. おわりに 

 

 本研究では PT調査データを用いて個人及び世帯不在

率に関する3時点比較を行い，時系列変化に影響を及ぼ

す要因について考察した．個人不在率の変化はわずか

であるのに対し，世帯不在率は大きく増加 しているこ

とを実証的に示した。 

  今後の課題としては，個人・世帯不在率の変化の要

因を精査することが求められる．要因を明らかにする

ことがで，将来の個人・世帯不在率の変化を詳細に予

測できる．また，他都市の PT調査を用いて都市間比較

を行うことにも価値がある． 

 

 

図-11 世帯属性別世帯不在率の 3時点比較 (Nは世帯数) 

 

 

図-12  年齢構成の変化 
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